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第 2 部 デ活およびプロジェクトにおける本年度の成果と注目研究 
「データ利活用協議会の活動」 
 

(講演者)上石 勲（防災科研 首都圏レジリエンスプロジェクトサブプロ a 統括／  
首都圏レジリエンス研究センター 副センター長）           

田村 圭子(防災科研 首都圏レジリエンスプロジェクトサブプロ a 統括／   
新潟大学 危機管理室 教授) 

 

（司会） 第 2 部では、デ活およびプロジェクトにおける本年度の成果と注目研
究を各サブプロよりご報告します。このプロジェクトは、冒頭に総括から紹介が
あったとおり、対応力の向上を目指すサブプロ a、予測力の向上を目指すサブプ
ロ b、予防力の向上を目指すサブプロ c という三つの研究サブプロジェクトとデ
活で構成されています。 

 まず、データ利活用協議会の概要紹介と、現在立ち上がっている各分科会につ
いてのご報告です。当初のプログラムでは、サブプロ a の田村統括にお願いして
いましたが、新型コロナに係る大学側の判断で出張がかなわなくなりましたので、
代わりにサブプロ a 統括の上石勲よりご報告します。 

1.会員 

 デ活の会員は現在、企業 54 社、9 団体、3 自治体、その他 1 団体ということで、
多くの方に会員になっていただいています（図表 1）。図表 2は具体的な組織の会
員一覧ですが、今もどんどん増えています。 
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2.分科会活動 

 本年度は、データ利活用協議会の中で、分科会の活動を重点的に行ってきまし
た（図表 3）。分科会は全部で七つあります。1 番目は「早期被害把握分科会」で、
東京海上日動火災保険の鵜飼様が会長です。2 番目は「集合住宅分科会」で、兵
庫県立大学の木村先生が会長です。3 番目は「生活再建分科会」で、ESRI ジャパ
ンの正木様が会長です。4 番目は「行政課題分科会」で、防災科研の取出が会長
です。5 番目は「建物付帯設備分科会」で、東京大学の楠先生が会長です。6 番
目の「IoT技術活用分科会」は、セブン-イレブン・ジャパンの西村様が会長です。
最近できた 7 番目の「インフラ分科会」は、岐阜大学の能島先生が会長です。 

 それぞれの詳しい話をします。まず「早期被害把握分科会」は、東京海上日動
と連携し、特に顧客に対する迅速対応のため、被災地における早期被害把握技術
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を実装することを検討しています（図表 4）。特に、一日も早くお客さまにお支払
いしたい、安心をお届けしたいという目的に沿って分科会活動を行っています。 

 「集合住宅分科会」は、UR と連携し、集合住宅における災害の対応を検討し
ています（図表 5）。集合住宅における災害時の問題には、団地や地域が抱える課
題、高齢化、自助共助への不安など、集合住宅ならではの悩みや課題があります。
この課題を解決するために、居住者や周辺地区を巻き込んだ取り組みを行ってい
ます。一緒に訓練したり、計器を設置するなどの試みも検討しています。 

 「生活再建分科会」は、被災者の生活再建の向上のため、今年は山形県沖地震
での新潟県村上市の要請に基づき生活再建支援システムを導入しました（図表 6）。
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その活用とともに、ドローンを使って迅速な被害把握をし、生活再建に結び付け
るような取り組みを行っています。 

 「行政課題分科会」は、特に首都圏直下地震が起きた場合に道路や物流がどう
なるかを検討しています（図表 7）。その取り組みの中で、どのようなシナリオを
つくって災害に対応していくかということに、川崎市などの行政の方と一緒に取
り組んでいます。 

 「建物付帯設備分科会」は、地震を感知する感震ブレーカーの普及によって災
害を軽減し、そのセンサーの情報を活用して防災リテラシーの向上を目指すとい
う活動をしています（図表 8）。ハウスメーカーにもメンバーとして参画していた
だき、この課題に取り組んでいます。 
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 「IoT 技術活用分科会」は、災害時に必要なデータを IoT を活用して収集し、
それを防災に役立てようという活動をしています（図表 9）。セブン-イレブンや
運輸会社、さらに、データ解析を大量に行うため量子コンピューター関連会社な
ど、民間の方に集まっていただいて IoT の活用を検討しています。 

 「インフラ分科会」は、電気、ガス、水道、道路、鉄道、通信といったインフ
ラ会社に入っていただき、各機関のデータをいかに連携させて防災に役立てるか
という検討をしています（図表 10）。これについては別の者が後で詳しく発表し
ます。 
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 もう一つ、ワーキンググループの中に、「大規模集客施設分科会」というのがあ
ります（図表 11）。これは成田空港を対象としていて、施設の利便性と安全性を
両立させるため、サブプロ a・b・c が協力して、地震計を設置し、その挙動を調
べることによって顧客の安全性を把握・確保しようとしているワーキンググルー
プです。 

 七つの分科会と一つのワーキンググループを紹介しましたが、これらがそれぞ
れに活動していくとともに、四つの共通テーマを設定し、その中に分科会とワー
キングに入ってもらうことで、連携を深めながら分科会活動をさらに活発化して
いこうとしています（図表 12、13）。 
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